












The Prevalence of Obligations under the UN Charter and the 





Recently, there has been considerable controversy regarding how to handle and resolve conflicts 
between obligations under the UN Security Council’s sanction regimes, and obligations under 
international human rights law. This paper aims to analyze the doctrine of “equivalent protection” as 
a tool for dealing with such conflicts. This doctrine has been developed in the jurisprudence of the 
European Court of Human Rights and was applied in relation to the UN sanction regime on Iraq by the 
Al-Dulimi Judgment.
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収が欧州人権条約第 1 議定書第 1 条（財産の保護）に違反するとして、1997年 3 月、欧州人権裁判
所に申立を行った。
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部的な手続である請求委員会（la Commission de recours）や 18）、欧州特許条約に基く欧州特許庁の
手続について、「同等の保護」に基く推定が認められた事例がある 19）。
国連の強制措置との関係で明示的にこの理論の位置づけが論じられたのが、2007年のベーラミ事












らず（条約法条約第31条 3 項（c））、裁判所は、第25条と第103条という国連憲章の相補的な 2
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は、国連憲章第 1 条において人権の尊重が国連の目的の 1 つとして規定されているから、安保理
は加盟国に対し、人権を侵害する義務を課す意図を持たないという推定があるとした上で、授権
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153国連憲章義務の優先と欧州人権裁判所における「同等の保護」理論 
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であるという 32）。「同等の保護」理論が詳細に検討されているわけではないものの、第 7 章の重要性
に言及しつつ同理論の適用を回避するという論法は、ベーラミ事件決定を基本的には引き継いだも
のとみることができよう。
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Al-Dulimiはヨルダンの首都アンマンに居住するイラク人であり、2008年 2 月 1 日にスイス
を相手取り申立を行った 37）。また、Al-Dulimiが経営する、パナマ法に基き設立されたMontana 
Management社も同様に申立を提出した（以下、両者を合わせて「申立人」と呼ぶ）。当初、本件を扱っ
ていた第 2 小法廷は、2013年 5 月、大法廷への管轄権の移管の意向を表明したが、スイス政府がこ
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護」を求める意見を示した。もっとも裁判所はこの意見を採用していない。Opinion of Advocate General Poiares Maduro, 
delivered on 16 January 2008, Case C-402/05 P, Yassin Abdullah Kadi v Council of the European Union and Commission of the 
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l'homme, Deuxième section, Arrêt, 26 novembre 2013, paras.1-37. なお、本件判決の評釈として、A. Peters, “Targeted Sanctions 
after Affaire Al-Dulimi et Montana Management Inc. c. Suisse: Is There a Way Out of the Catch-22 for UN Members?”, EJIL: 
Talk!, Published on 4 December 2013, available at <http://www.ejiltalk.org/>.

























申立人は連邦裁判所に対し 3 つの申立を行い、ほぼ同様の内容を有する 3 つの判決が以下の通り下
された 42）。国連憲章第103条の優先は絶対的かつ一般的であり（憲章第25条に基く国連安保理の決定
 39） 当時、スイスは国連加盟国ではなく国連の強制措置を自発的に実施していたが（S.Talmon, “Article 2 (6)”, in B. Simma, D-E 
Khan, G. Nolte and A. Paulus (eds.), The Charter of the United Nations: A Commentary, Vol.1 (3 ed., Oxford U.P., 2012), pp.272-
274）、2002年に国連に加盟した。また、スイスにおける強制措置の国内実施については、M-C Krafft, D. Thürer and J-A 
Stadelhofer, “Switzerland”, in V. Gowlland-Debbas (ed.), National Implementation of United Nations Sanctions: A Comparative 
Study (Martinus Nijhoff Publischers, 2004), pp.523-579参照。
 40） UN Doc. S/RES/1483, 22 May 2003, op.para.23. 本決議は「国連憲章第 7 章の下で行動」することが明記されており、23項の決
定が法的拘束力を持つのは明らかである。






 42） A c. Département fédéral de l’économie (no 2A.783/2006), Tribunal fédéral, Arrêt, 23 janvier 2008; A c. Département fédéral de l’
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の議論は第 6 条 1 項に集中しており、その他の論点は簡単に検討するのみで退けた。裁判所は第 6
条 1 項について以下の判決を示した。
（ 1 ）裁判所の判決内容
①欧州人権条約第 6 条 1 項に関する受理可能性
同条約第 6 条 1 項は「すべての者は、その民事上の権利及び義務の決定又は刑事上の罪の決定の
ため、法律で設置された、独立の、かつ、公平な裁判所による妥当な期間内の公正な公開審理を受










 43） Ibid., paras.7.2-7.3.
 44） Ibid., paras.8.1-8.4.




































































文 2 項において、条約第 6 条 1 項について提起された請求の受理可能性を宣言し（過半数）、主文



















以上の 2 つの意見からわかるように、判決そのものは第 6 条 1 項の違反を認定したが、国連憲章
第25条と第103条を根拠として欧州人権条約第 6 条 1 項の違反認定を回避するべきという裁判官は、
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Sajó, L’arrêt Al-Dulimi, supra note 37.
 49） Opinion dissidente du juge Lorenzen à laquelle se rallient les juges Raimondi et Jočienė, L’arrêt Al-Dulimi, supra note 37.
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pp.373-374.
